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平成３０年度以降

河川・水路

　台風やゲリラ豪雨等により、被害を受けた河川･水路・道路等の機能回復を早急に図る。

　早急な機能の回復が目的であるので、場合によって仮設的な簡易構造で復旧。

　本復旧工事は、河川維持補修事業等で実施。

　・20年8月29日豪雨による生地川右岸復旧工事

　・21年7月29日豪雨による七重排水路復旧工事

　・22年7月15日豪雨による市道野口大草線復旧工事

　　　　　　　　〃　　　　　　　　市道城山三丁目１１号線復旧工事

　　　　　　　　〃　　　　　　　　準用河川道木川復旧工事

　　　　　　　　〃　　　　　　　　大山川復旧工事

　・23年9月21日台風15号被害による大洞川復旧工事

　・24年3月 経年の浸水被害による新川復旧工事

　・24年度については災害による施設被害なし

　・25年7月25日豪雨による準用河川小針川左岸復旧工事

　・25年9月16日台風18号被害による準用河川道木川復旧工事
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　・25年9月16日台風18号被害による準用河川道木川復旧工事

 

　◆25年度直接経費の内訳

　　災害復旧工事費（4,116千円）

　

　◆26年度直接経費の内訳

　　測量設計委託料（500千円）

　　災害復旧工事費（10,000千円）

　　その他、消耗品費・食料費・印刷製本費（29千円）
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　台風や近年多発しているゲリラ豪雨等、不測の事態に対し迅速に対応できる体制整

備を整えており、平成25年7月25日の集中豪雨の被害時には、準用河川小針川ま

た、平成25年9月16日の台風18号の被害時には、準用河川道木川の災害発生の一

報を受け、現地を直ちに確認し早期機能回復を実施することができた。
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想定されるが、天災である事から、その発生は不確定である。そのため予算、人員等
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維　持

　Ｈ24年度末に土砂災害警戒区域が追加指定され、市内におけるさらなる危険箇所

を認識することとなったが、この危険箇所の見廻り点検体制を整えることで迅速な対

応をおこなうこととしている。
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の改善案

　被害の状況に応じて、仮設的な簡易構造で復旧するなど、効率的な実施を図らなけ

ればならない。

　また、東海地震等も懸念されるなか、不測の事態に対し迅速に対応できる体制を維

持していく。
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　対応体制の維持については現在のところ適正に継続されており、また発生被害に対

し遅延なく機能回復を実施するための備えができていることから、現状維持と判断し

た。

判定理由

　災害復旧に対応するものであるため事業廃止・休止はできない。

　被害に対する機能回復を迅速に行わないと、市民の日常生活に支障をきたし、また

二次被害、三次被害への大きな要因へとつながることとなる。
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